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要旨 

本論文では、「消費の増加が労働生産性を改善する」という生産的消費仮説（PCH）を Benhabib 

and Farmer（1994）モデルに導入した新たな動学的一般均衡モデルを用いて、PCH が貧困な

発展途上国経済の均衡動学に対してもつ含意を明らかにする。第１に、労働外部性が十分

に大きいとき、資本外部性が存在しなくても PCH 効果が存在すれば「均衡の不決定性」が

生じうる。したがって、均衡の不決定性は先進国だけでなく貧困な発展途上国でも重要で

ある。第 2に、労働外部性が小さく決定的（鞍点安定）な複数の定常均衡が存在する場合、

PCH 効果が弱い経済では均衡経路は「期待のコーディネーション」によって選ばれる。そ

れに対し、PCH 効果が強い貧困な経済では、それは「歴史的に（初期条件によって）」決ま

る。この場合、経済成長を始動させるためには大規模な初期投資「ビッグ・プッシュ」が

必要である。第３に、労働外部性が強い状況では、定常均衡が決定的であれば、移行動学

経路上で消費と資本はともに単調に増加する。だが定常均衡が不決定的（完全安定）であ

れば、消費と資本は循環運動を含む非単調な移行動学にしたがう。第 4に、「人間開発」援

助が導入されたとき、当初は消費や資本ストックが増減する非単調な動きを示すにもかか

わらず、長期的には厚生水準が高くなるような状況が生じることがある。また、労働外部

性が小さい（現実妥当性の高い）経済で PCH 効果が強い場合には、「人間開発」援助が長

期的な厚生水準を悪化させるという逆説的な事態が生じうる。 
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1. イントロダクション 

2000 年の国連ミレニアム宣言を中心とする「ミレニアム開発目標(Millennium Development 

Goals)」は、21 世紀の発展途上国地域において経済開発政策の基軸を形成してきた。これは、

1990 年を基準年、2015 年を達成期限として、(1)極度の貧困と飢餓の撲滅、(2)普遍的な初等

教育の達成、(3)ジェンダーの平等推進と女性の地位向上、(4)乳幼児死亡率の低減、(5)妊産

婦の健康状態の改善、(6)HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延防止、(7)環境の持続

可能性、(8)開発のためのグローバル・パートナーシップの推進、という 8 つの目標を達成

しようというものである。1 内容面の特徴としては、1980 年代以降構造調整政策がしばし

ば順調に進まなかったことへの反省も踏まえて「市場メカニズムへの依拠」から視点を移

し、「貧困の削減」に力点が置かれている。とくに、貧困な社会の中で栄養・衛生状態の改

善、疾病の防止・健康の増進、初等教育の向上を進めるような社会開発を行い、究極的に

は途上国の人々の基本的人権が保障されていくことを目指す「人間開発（human 

development）」の理念が追求されている。そしてこれらを達成するために、先進国や国際機

関による開発援助にも一定の役割が期待されてきた。しかしながら、2010 年までの実績を

発展途上地域ごとにみてみると、2015 年までに「ミレニアム開発目標」のターゲットを達

成し「貧困削減」を進められる見通しのあるケースもあれば、いまだ進展が思わしくない

ケースもある。2 

 「人間開発」の理念は、A. Sen の「人間の安全保障(human security)」の思想と通底し

ており、経済哲学的な基礎は堅固なものである。だが、経済理論的な観点からみると、「人

間開発」が重要であるような貧困な発展途上国経済がどのような経済成長メカニズムをも

ち、どのような成長過程を辿りうるのか、したがって、こうした諸国で経済成長を始動さ

せるためにどのような開発政策が有効たりうるのかといった問題には、いまだ精確な分析

                                                  
1 これらの目標の下には、具体的な 21 のターゲットと 60 の指標が設定され、国連は毎年その進展状況の

報告書を刊行している。 
2 例えば、日本の外務省 HP(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs/about.html#report)や
そこにリンクされている『国連ミレニアム開発目標報告』を参照。 
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が加えられていない。 

本論文では、貧困な発展途上国社会の中で栄養・衛生状態の改善、疾病の防止・健康の

増進、初等教育の向上を進めるような「人間開発」の効果を分析できる経済成長モデルを

構築し、こうした経済での分権的市場均衡経路がどのような特徴をもつか、また、経済成

長にとってどのような開発政策が役立つかを明らかにする。そして、「人間開発」に役立つ

援助を受け入れた貧困な発展途上国がどのような場合に社会厚生を改善するような経済成

長を実現しうるか、また援助によって社会厚生が低下するという逆説的な結果が生じるこ

とはないかを、理論的に考察する。「人間開発」の基本にあるのは、栄養、健康、公衆衛生

や教育（知識へのアクセス）の向上といった消費活動の改善が社会における人々の生産性

を向上させるというアイディアである。3 これは、開発経済学において「生産的消費仮説

（Productive Consumption Hypothesis: PCH）」と呼ばれてきた考え方にほかならない。そこで、

本論文ではこの PCH を標準的な経済成長モデルに取り入れることを考える。 

 Leibenstein（1957a,b）を嚆矢とする従来の研究では、PCH は「効率賃金仮説」の形でと

らえられることが多く、開発経済学だけでなくマクロ経済学においても活用されてきた。

ニューケインジアン経済学における実質賃金率の下方硬直性と非自発的失業の持続性を説

明するマクロ経済理論としての役割はよく知られている。開発経済学における 1970 年代か

ら 80 年代の研究では、PCH を静学モデルで定式化し、主として農村労働市場について考察

がなされた（Stiglitz, 1976; Bliss and Stern, 1978; Gersovitz, 1983; Dasgupta and Ray, 1986）。1990

年代になると、動学モデルが用いられるようになり、複数の定常均衡が存在することが見

出だされる等、興味深い成果が得られてきた（Ray and Streufert, 1993; Banerji and Gupta, 1997; 

Jellala and Zenoub, 2000）。しかし、こうした研究は主として労働市場内部の問題に焦点を

                                                  
3 栄養、衛生、健康、教育の改善はインフラ整備や学校教育など「投資」によって実現される面もあるが、

この側面は既に古くから研究されてきた。「ミレニアム開発目標」や「人間開発」の理念の中では、これら

の改善自体が貧困の軽減を意味することに着眼しており、経済理論的にみれば、これは栄養、衛生、健康、

教育の改善によって「効用が高められる」ことに対応する。そこで本論文では、栄養、衛生、健康、教育

の改善が消費としての側面と生産性の向上という二重の効果をもつことを、新しい視点として取り入れる

ことにしたい。 
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当てる傾向をもっていた。4 

2000 年代に入り、労働市場を超えた経済全体の成長過程を分析できる PCH の新しい動学

モデルが Steger（2000, 2002）によって提示された。Steger（2002）は、通時的効用 大化に

もとづく標準的な経済成長モデルにPCHを導入する2つの定式化を提唱している。１つは、

Rebelo（1991）の AK 型内生成長モデルと同じ「広義の資本」という概念を用い、「1人あ

たり消費の増加が社会における（非体化型の）人的資本の蓄積を加速する」という定式化

である。5 もう 1つは、「1人あたり消費の増加が労働生産性を高める」という定式化であ

る。 

第 1の定式化にもとづく AK 型内生成長モデルにより、Steger（2000）は、PCH が妥当す

る経済では貯蓄がプラスの局面だけでなく貯蓄がゼロとなる局面が生じうることを示した。

しかし、彼のモデルのプラス貯蓄の局面では、1人あたり所得の成長率が一定となる斉一成

長経路（Balanced Growth Path: BGP）は存在せず、「漸近的な BGP」しか存在しない。6 BGP

が存在しないモデルでは経済成長分析の標準的な手法が十分には使えないために、BGP が

一意なのか複数なのか、BGP が安定になりうるのか、移行動学経路は位相図でみてどんな

性質をもつのか等は必ずしも明らかでなく、比較静学や比較動学も行えなかった。7 これ

に対して、Daitoh（2010）は、人口成長率を内生化すれば、Steger（2000）型の PCH 成長モ

デルでも鞍点安定的な BGP が存在しうることを明らかにした。8 そして、標準的な成長分

析の手法(位相図など)によって移行動学経路の性質を分析し、発展途上国地域で観察され

る人口成長率の低下傾向や逆 U字型変化を資本蓄積のインセンテイブが働かない局面から

それが働く局面への移行を通じて説明するという新しい分析を行った。しかしながら、

Daitoh（2010）では、「消費の増加が労働者の身に体化される労働生産性を向上させる」と

                                                  
4 Lambson（1992）は、PCH 下において貿易政策が雇用と所得分布に及ぼす影響の研究を行っている。 
5 近は、成長経済学と健康経済学の研究者たちが協力・連携を始めている。例えば、Lopez-Casasnovas 
et al.（2005）を参照。 
6 プラス貯蓄局面について、Steger（2000）はさらに移行局面と漸近的局面とに分けて考察している。 
7 Steger（2000）は、均衡の性質をシミュレーションによって検証している。 
8 ただし、BGP として「1人あたり所得が一定となる定常状態」を考えている。 
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いう PCH の第 2の定式化は扱っていない。 

それに対して、Gupta（2003）は、労働供給を外生的として、消費の増加が労働生産性を

改善する定式化を用いた内生成長モデルを構築した。9 彼のモデルでは、Steger(2000)とは

異なり、貧困な発展途上経済により相応しいと思われる「1人あたり所得が一定となる定常

状態」を考えている。だが、この定常状態が完全不安定であることも示され、初期状態が

任意に与えられると、実際に定常状態が達成されるとはいえないという理論的な問題が残

されていた。また、Steger（2002）による「消費の増加が労働生産性を向上させる」タイプ

の成長モデルの分析では、1人当たり所得水準と所得の成長率との間に逆 U字型の関係が見

出された。だがこのモデルにも BGP が存在せず「漸近的な BGP」を考えるほかはないとい

う問題が残されていた。実際、Steger（2002）では成長分析の標準的な解析的手法が使えず、

上記の逆 U字型関係も数値シミュレーションによって導かれているのである。 

こうしたモデル化の難しさから、「消費が労働生産性を改善する」タイプの PCH を標準的

な成長モデルに導入しても有益な経済成長分析を行うことは難しいと考えられるかもしれ

ない。だが、本論文の第 1の理論的貢献は、労働生産性改善タイプの PCH を導入した操作

可能な経済成長モデルを構築できることを示す点にある。このモデルでは、標準的な成長

分析の手法（位相図など）を使って、定常均衡の安定性や移行動学経路の性質を解明でき

るとともに、比較静学および比較動学も行うことができる。これにより、「人間開発」が重

要であるような貧困な発展途上国の経済成長過程や開発援助の効果について、精確な分析

が可能となるのである。  

 生産的消費の労働生産性への影響（PCH 効果と呼ぶ）は、消費者にとって内部的なこと

も外部的なこともあるだろう。すなわち、自分が行う消費によって栄養・健康・教育など

が向上して自分の労働生産性がどの程度高められるかは、自分で正確に認識しかつコント

                                                  
9 Gupta(2003)の定式化では、生産的消費（(1-)c）は労働生産性を改善するに過ぎず、効用関数には影響

を及ぼさない。この場合、消費が生産性と効用とを同時に改善するという、Steger が指摘する PCH の重

要な側面は捉えることができない。 
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ロールすること（内部化）ができるという見方は可能である。だが他方、貧困な発展途上

国社会の劣悪な衛生状態の中で消費活動（食料・水の摂取、医療サービスを受けることも

含む）が行われる場合、消費者に自分では防ぎきれない体調不良や疾病が生じることも少

なくない。すなわち、消費が労働生産性を高める効果は、消費者自身でも完全にコントロ

ールすることは難しく、場合によっては正確に予測することすら難しいこともある。こう

した事情を考慮すると、PCH 効果は、すべて内部化されていると想定するより、むしろ外

部経済効果として扱うことが妥当であるように思われる。 

 労働に関わる「外部経済効果」が働く動学的一般均衡モデルは、1990 年代からマクロ経

済動学の研究において詳しく分析されてきた。なかでも、通時的効用 大化を基礎に労働

供給を内生化した RBC モデルに資本や労働の外部経済効果を取り入れると、定常均衡が鞍

点安定となる場合だけでなく完全安定になる場合があることは、よく知られている。前者

の「決定的（鞍点安定）な」定常均衡の場合には、初期条件を与えれば移行動学経路は一

義的に決まるのに対して、後者の「不決定的（完全安定）な」定常均衡の場合には、初期

条件が与えられても移行動学経路は無数に存在し一義的には決まらない。こうした「均衡

の不決定性」は、複雑な経済変動を生み出すという点でも、初期条件や経済的与件が同じ

経済であっても長期的に辿る発展過程が様々に異なる可能性があることを理論的に基礎づ

ける点でも、重要な含意を持ちうるものである。 

 そこで本論文では、「均衡の不決定性」の分析を行う際のベンチマーク・モデルとなって

いる Benhabib and Farmer（1994）モデルに PCH を取り入れた新たな動学的一般均衡モデル

を構築する。Benhabib and Farmer（1994）モデルは、効用 大化の下で労働供給が内生化さ

れているとともに資本や労働の外部経済効果も考慮されている点で、たしかに分権的市場

経済についての一般性の高い分析枠組みを提供している。だが、それは主に先進国を想定

したマクロ経済モデルであり、貧困な発展途上国経済にどの程度適用できるのかという問

題がある。とくに注意を向けるべき点として、同モデルでは資本外部性と労働外部性がと
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もに働くことが「均衡の不決定性」が生じるために必要である。とくに、資本外部性が存

在しないなら、均衡の不決定性は生じない(Benhabib and Farmer（1994）, p.29)。だが、「資

本外部性」とは、過去から社会に蓄積されてきた知識ストックが発揮する生産にとって有

益な社会的機能を表すものである。PCH が妥当するような厳しい貧困の中にある発展途上

経済では、資本蓄積水準は低く資本ストックの内容もさほど知識集約的とはいえないこと

から、資本外部性の働きは小さいと思われる。10 そうであれば、こうした発展途上経済の

成長過程の分析に「均衡の不決定性」のモデルを適用することは、適切でないのかもしれ

ない。ところが、本論文のモデルの第 2の理論的貢献は、（労働外部性が十分に大きい場合

には）資本外部性が存在しなくても PCH 効果が大きければ、「均衡の不決定性」が生じる可

能性があることを見出した点にある。これにより、Benhabib and Farmer（1994）の「均衡の

不決定性」モデルを基礎にした動学経路の分析は、発展途上国経済にとっても意義あるも

のと考えられるのである。 

 本論文の結論は、以下の 4点にまとめられる。第１に、PCH 効果が単独で「均衡の不決

定性」を生じさせる原因になることはない。しかし、労働外部性が十分に大きい状況では、

資本外部性が小さくても(ゼロであっても)PCH 効果が大きいなら不決定性が生じうる。第 2

に、労働外部性が小さく定常均衡が鞍点安定の場合には、PCH 効果が弱い経済では、低い

資本ストックの初期水準から出発する移行（鞍点）経路上で消費も資本も増大していく。

だが、PCH 効果が十分に強い経済では、資本蓄積の過程で消費が減少することもありうる。

複数の定常均衡が存在する場合、PCH 効果が弱い状況では均衡経路は「期待のコーディネ

ーション」によって決まるが、PCH 効果が強い状況では「歴史（初期条件）」によって決ま

る。第３に、労働外部性が強い場合、定常均衡（SE）が決定的（鞍点安定）であれば、低

い初期資本ストック水準から出発する移行動学経路上で消費と資本はともに単調に増加す

る。だが SE が不決定的（完全安定）であれば、消費と資本は循環運動を含む非単調な移行

                                                  
10 労働外部性は、労働者間でのコミュニケーションから生じる知識・情報の交流が社会の生産性を高める

効果だから、発展途上国でも重要であろう。 
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動学にしたがう。第 4に、「人間開発」援助が導入されたとき、当初は消費や資本ストック

が増減する非単調な動きを示すが、長期的に（新しい定常均衡で）は厚生水準が高くなる

という状況も生じることがある。また、労働外部性が小さい経済で、PCH 効果が強い場合

には、「人間開発」援助が長期的な厚生水準を悪化させるという逆説的な事態が生じうる。 

 

 

2. 基本モデル 

本論文では、PCH を、Benhabib and Farmer (1994)の生産要素（資本・労働）外部性と内生的

労働供給の下での動学的一般均衡モデルに導入する。人口を 1に規準化し、人口増加はな

いと仮定する。11 本論文での PCH は、各時点ｔにおいて労働者 1人あたり消費 tc  の増加が

単位時間当たりの労働生産性 ( )th c  を改善すること（ '( ) 0th c  ）を意味している。Stiglitz

（1976）は、効率賃金関数を以下の図のような S字型曲線として提示した。本論文ではこ

の性質を捉えつつ、単純な関数を前提としても均衡解が必ずしも単調な動きを示すとは限

らないという(非線形均衡動学の研究で強調された)論点を明瞭に示すため、PCH 関数 ( )th c  

は凹関数または凸関数のどちらかであると仮定する。それが凸関数の場合は消費cが(グラ

フの変曲点) ĉ以下の領域にあり、凹関数の場合は消費cが ĉより大きい領域にあると解釈

してもよいであろう。各労働者が供給する労働時間数を tn とすると、各労働者の効率単位

での労働供給量は、 tN  ( )t th c n である。 

                                                  
11 これより、1 人あたりの変数と経済全体の集計量は同じ記号で表される。 
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2.1 分権的市場均衡 

本論文では、分権的市場均衡を考察する。代表的企業の生産量を y とし、その生産関数

( , ( ) ; )y f k h c n X は資本 k と効率労働 ( )N h c n について「規模に関する収穫不変」を示

すと仮定する。しかし、資本と労働の外部経済効果 ( , ( ) )X X k h c n が存在するため、社

会的生産関数は「規模に関する収穫逓増」を示すと想定する。また、貧困な発展途上経済

では人々が消費の増加によって自分の生産性がどの程度改善されるかを必ずしも正確にコ

ントロールできていないことが考えられるから、PCH 効果 ( )h c は労働者個人にとっては外

部性として働くと仮定しよう。外部性関数の独立変数c 、n 、 k は、消費者にとっては予

想値と解することができる。 

 X を所与とすると、資本レンタル率 r および効率労働 1単位あたりの賃金率wは、それ

ぞれ、資本と労働の限界生産物に等しい： 

      

( , ( ) ; )f k h c n X
r

k




 ,     

( , ( ) ; )f k h c n X
w

N





                           (1) 

消費者は、すべての資本を所有し、各労働者は 1単位の時間を保有し、これを余暇時間 ( )l t

と労働時間 ( )n t とに配分できる。したがって、時間制約は以下のようになる： 

ĉ

45° 

O 

h h(c) 

ｃ
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( ) ( ) 1n t l t  .                                                      (2) 

代表的消費者は、瞬時的効用 ( ( ), ( ))u u c t l t を消費 ( )c t および余暇 ( )l t から得るものとす

ると、労働供給 ( )n t は内生的に決定される。ここで、 ( , )u c l は cと l について凹関数である

( 0cu  , 0lu  , 0ccu  , 0llu  , 0cc ll cl lcu u u u  )と仮定する。代表的消費者は、賃金率w、

資本レンタル率 r の時間経路の予想を所与とし、労働生産性への消費の影響 ( )h c を外部性

とみなして、通時的効用 

0
( ( ), ( )) tU u c t l t e dt            0                               (3) 

を 大化するような消費と労働供給の時間経路  0
( ), ( )

t
c t n t




を選択する。その際、時間制

約（2）とフロー予算制約 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ( )) ( ) ( ) ( )k t r t k t w t h c t n t c t k t                              (4) 

の下で行動すると考える。 

 まず、経常価値(current value)ハミルトン関数を 

( , , ) ( ( ), ( )) ( ){ ( ) ( ) ( ) ( ( )) ( ) ( ) ( )}H c n p u c t n t p t r t k t w t h c t n t c t k t            (5) 

で定義する。ここで ( )p t は共役変数である。1階の必要条件（FOC）は： 

( ,1 ) 0c cH u c n p                                                   (6) 

( ,1 ) ( ) 0n lH u c n pwh c                                            (7) 

[ ]p p r                                                        (8) 

および横断性条件である。ここで、各関数の下付き添え字は偏微分を表す。消費者にとっ

て賃金率w、資本レンタル率 r 、 ( )h c は外生的であるため、制約条件(4)の左辺は操作変数

cとn および状態変数 k について線形関数とみることができる。また、瞬時的効用関数

( , )u c l は凹関数と仮定したから、消費者の視点から見たハミルトン関数は cとn および k に
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ついて凹関数である。したがって、上記の必要条件は、分権的市場均衡経路が満たす十分

条件でもある。 

このモデルを解くには、（1）を所与として、（6）と（7）を連立することにより、cと

nをそれぞれ kおよび pの関数として表せばよい。そして、(完全予見)均衡経路上では k k 、

n n および c c が成り立つことを用いると、（4）と（8）から kと pについての 2元連

立微分方程式：  

( , ( ( , ) ( , ); ( , ( ( , )) ( , ))) ( , )k f k h c k p n k p X k h c k p n k p c k p k              (9) 

[ ( , ( ( , )) ( , ); ( , ( ( , )) ( , )))]kp p f k h c k p n k p X k h c k p n k p                  (10) 

を得る。以下では、分析を明瞭にするため、各関数を以下のように特定化しよう： 

1[1 ]
( , ) log

1

l
u c l c






 


.         0  ,                               (11) 

1( , ( ) ; ) [ ( ) ]a af k h c n X k h c n X        0 1a                             (12) 

(1 )[ ( ) ]a aX k h c n                  a  ,  1 a                       (13) 

( )h c c
,                            0  .                            (14) 

これらの関数については、次のような点に留意しておこう。第 1に、(12)、(13)より、社

会的生産関数 ( , ( ) ) [ ( ) ]f k h c n k h c n  は「規模に関する収穫逓増」を示す( 1   が成

り立つ)。また、資本外部性が存在しない場合には a  、労働外部性が存在しない場合に

は 1 a   が成り立つ。第 2 に、PCH 関数(14)は、0 1  が成り立つ場合には凹関数、

1  が成り立つ場合には凸関数である。ただし、PCH 関数は外部性として扱うので、効用

大化行動において消費 cを選択する際に消費者は ( )h c を定数とみなす。そのため、この関

数が凸関数であっても、消費者の視点から見たハミルトン関数の凹性が覆されることはな

い。第 3に、 の値が大きいことは、一定の消費水準 cに対して労働生産性 ( )h c がより高い

ことを意味する。また、 "( ) / '( ) 1ch c h c   であるので、 の値が大きいことは、0 1 
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が成り立つ場合には ( )h c のグラフが直線に近い（曲率が小さい）こと、 1  が成り立つ場

合にはそのグラフの凸性が強い（曲率が大きい）ことを意味する。第 4に、この PCH 関数

は、S字型曲線よりも単純な（変曲点がない）形状を示すことが想定されている。非線形均

衡動学研究における興味深い結果は、単純な関数形を想定したモデルであっても、定常均

衡が複数存在したり移行動学経路が単調とならないなど複雑な挙動を示す可能性があるこ

とを見出した点にある。そこで、本論文では、より単純な形状の PCH 関数を仮定し、その

下でも均衡動学経路は必ずしも単調でないことを示すことにしたい。 

はじめに、(完全予見)均衡経路上では、 k k 、n n および c c が成り立つことを用

いて、 

1r ak n c   ,     
1 ( 1)(1 )w a k n c                                    (1’) 

効用 大化の FOC は以下の通りである： 

1
0cH p

c
                                                     (6’) 

1(1 ) 0nH n p a k n c                                         (7’) 

1[ ]p p ak n c                                               (8’) 

（6’）を（7’）で割ると、以下の労働市場の均衡条件が得られる：  

1(1 )cn a k n c                                              (15) 

所与のcの下で、左辺は労働供給曲線を示し、右辺は労働需要曲線を表す。（6’）と（15）

を用いると、nは kおよび pの関数として表される：  

1
1 1(1 )n a k p                                                   (16) 

分権的市場経済がしたがう均衡動学方程式は、2変数 kおよび pのシステムとして表わされ

る： 

1
( ) ( ) ( ) ( )

( )
k t Ak t p t k t

p t
   

   
 

 ( ( ), ( ))K k t p t              (17) 
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1( ) ( ) ( ) ( )p t p t aAk t p t        ( ( ), ( ))P k t p t               (18) 

ここで、 

1(1 )A a

    ,    

(1 )

1

 
 


 
 

 ,      
[1 (1 )]

1

  
 

 
 

   

である。これら 2式を経済学的に説明しておこう。(17)の右辺は、生産量から消費量（と

資本減耗）を差し引いた(純)貯蓄を表しており、 ( ( ), ( ))K k t p t は(純)投資である。また、

(18)はオイラー方程式である。効用 大化のための 1階条件から ( ) / ( )p t p t  ( ) / ( )c t c t   

であるから、(18)を書き直すと、 

1( ) ( ) ( ) ( ) ( )c t c t aAk t p t        ( ) ( ) ( , ( ) ; ) ( )kc t c t f k h c n X        

となる。これは、ケインズ・ラムゼイルールにほかならない。 

 このように、PCH の下での経済成長モデルでの分権的市場均衡経路も、通常の（ラムゼイ

型） 適成長モデルでの解経路と定性的には同様の均衡条件によって特徴づけられる。そ

れでは、PCH に特有の性質を満たす均衡経路はどのような場合に生じるのであろうか。それ

を考えるために、ラムゼイ型 適成長モデルでは現在消費と将来消費の間にトレードオフ

(代替)関係があったことを想起しよう。すなわち、現在消費 (からの効用) を増加させる

と、現在の生産量は変化しないから貯蓄、したがって投資が減少して資本蓄積が減速する

ため、将来の生産や消費(からの効用)が低められるのである。PCH の下では、これに加えて、

現在消費の増加により労働生産性 ( )h c が改善され現在の生産が増加する効果が働く。この

意味で、「現在消費と将来消費の間のトレードオフ(代替)関係」は緩められる。この点は、

Steger(2000、2002)でも指摘されている。本論文のモデルでは、さらに、PCH による労働生

産性 ( )h c の改善効果が十分に強力であれば、現在消費の増加により現在の生産がそれ以上

に増加し、貯蓄＝投資が増加して資本蓄積が加速され将来消費(からの効用)が増加すると

いう可能性もある。すなわち、「現在消費と将来消費の間の補完関係」が生じうるのであ
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る。こうした PCH に特有の（現在消費が増加するとき貯蓄が増加するという）性質が成り

立つのは、
* 0pK  が成り立つケースに相当することに注目しておこう。 

 

2.2 定常均衡の存在と安定性 

さて、本論文のモデルでの定常均衡（Steady-state Equilibrium: SE）は 0k p   によって定

義される。従って、SE での値
* *( , )k p は以下を満たす： 

* * *
*

1
( ) ( )A k p k

p
                                              (19) 

* 1 *( ) ( )aA k p                                                (20) 

はじめに、定常均衡の存在について考えておこう。（19）と（20）を満たす ( , )k p の軌跡を

それぞれ kk 曲線および pp 曲線と呼ぼう。SE の近傍における kk 曲線の傾きと pp 曲線の傾

きは、それぞれ以下の通りである：  

* 1

* 1 2(1/ )
k

p

Kdp Ak p

dk K Ak p p

  

 

 
  

 
 ,   

*

*

( 1)k

p

Pdp p

dk P k

 
   


         (21) 

これらの符号は不確定であるから、一方が右上がりで他方が右下がりのケースでは定常均

衡は一意に定まる。12 それに対して、kk 曲線と pp 曲線がともに右上がりであるか、ともに

右下がりであるときは、複数の定常均衡が存在する可能性がある。13 PCH 関数が S 字型で

はなく凹または凸の曲線で表される単純なモデルであっても、複数の定常均衡が生じる可

能性があることに留意しよう。 

 つぎに、SE の安定性を調べるための準備として、（17）および（18）の線形近似システ

ムを SE で評価すると、 

                                                  
12 kk 線と pp 線の傾きが正象限で交点を持たないこともありうる。それらの場合の均衡動学からは特に興

味ある結論は得られないので、本論文では考えないことにする。 
13 kk 線と pp 線の接線の傾きの変化 2 2( / )d p dk を求めると、いずれも符号は不確定であるから、一般的

には複数の交点を持つ可能性がある。 
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* * *

* * *

k p

k p

K K k kk

P P p pp

    
           




 

右辺の係数行列
*J の各成分は、 

* * 1 *( ) ( )kK A k p     (1 )

1 a

    
 
       

(1 ) ( )(1 )

(1 )

a a

a

       
 

    


 
 

* * * 1
* 2

1
( ) ( )

( )pK A k p
p

   
* 2

1 [1 (1 )]
1

( ) 1 (1 )p a

    
   

    
        

 

* * * 2 *( 1)( ) ( )kP p aA k p      
*

*

(1 )
1

1
p

k

   
 

           
 

* * * 1 * 1[ ( ) ( ) ]pP p aA k p   
[1 (1 )]

( )
1

   
 

 
  

 
 

上記の 4 項のうち、PCH 効果のパラメータ に依存するのは、
*
pK と

*
pP の２つである。PCH

効果が存在しない( 0  )場合、1    が成り立つなら
* 0pK  かつ

* 0pP  であるが、逆

に1    が成り立つなら
* 0pP  (

*
pK の符号は不確定)である。 

SE が完全安定（不決定的）であるための必要十分条件は、「
*. 0Trace J  かつ

*et . 0D J  」

が成り立つこと、また、鞍点安定（決定的）であるための必要十分条件は、
*. 0Det J  が

成り立つことである。 

 

2.3 不決定性の必要条件と PCH の役割 

はじめに、PCH 効果のある本論文のモデルで不決定性が生じるための必要条件
*. 0Trace J 

から得られる含意を、Benhabib and Farmer (1994)と比較・検討することにしたい。計算によ

り、 

*.Trace J =
* *
k pK P  
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=
( )(1 ) [ (1 ) ] (1 )( )

(1 ) 1

a a

a

          
   

       
     

     (22) 

1    が成り立つと仮定する。このとき、 a  が成り立つことから (1 ) 0a    

が満たされるので必ず
*. 0Trace J  が成り立つ（SE は鞍点安定または不安定となる）。こ

れより、
*. 0Trace J  が成り立つためには、Benhabib and Farmer (1994)と同じく、1   

が必要であることがわかる。そこで、1    の下で
*. 0Trace J  が成り立つための必要

十分条件が(22)の分子が正であること、すなわち、[ ( ) ](1 )a        

[ (1 )( )]a        であることを用いて考えていこう。14 

第 1 に、 (1 )( )a       のとき、労働外部性パラメータ  が満たすべき条件として、 

( )
1 (1 )

(1 )( )

a

a

    
    

  
       

               (23) 

を得る( 右辺のカギ括弧内の値は、 0  であっても 1より大きいから、 0  についても

1より大きい)。15  の上限値  は 0  が大きいほど高い値をとる。したがって、PCH

効果の存在は、不決定性が生じるために必要な労働外部性  の範囲を上方に拡大するとい

う意味で、不決定性を生じやすくする（ただし、 の下限制約1    が緩和されること

はない）。 

第 2に、 (1 )( )a       のとき、労働外部性パラメータ  が満たすべき条件は、 

( )
0 (1 )

(1 )( )

a

a

   
    

  
      

 

                                                  
14 0  のとき *. 0Trace J  が成り立つパラメータ値の組み合わせを固定して、 を連続的に上昇させる

と *. 0Trace J  に変わることがありうる。外生的パラメータ の変化に伴い、不変閉曲線が分岐する可能

性を検討することは、今後の課題としたい。 
15 本論文では労働外部性パラメータ  が

*.T r a c e J の分子に含まれているため、均衡の不決定性のため

の必要条件について、Benhabib and Farmer (1994)では明示的に指摘されていなかった含意が得られる。

すなわち、 (1 )( )a       のとき、  には下限だけでなく上限もあることが判明するのである

( 0  とすれば、Benhabib and Farmer (1994)モデルに相当する)。この事実は、不決定性が生じるため

には労働外部性があまり強力であってはならないことを含意している。 
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となる。よって、1    であれば、この不等式はすでに満足されており、不決定性が生

じるための必要な  の範囲に上限はない。 

他方、本論文のモデルでは資本外部性と PCH 効果との関係が重要である。それを見るた

め、1    の下で
*. 0Trace J  が成り立つための必要十分条件を資本外部性パラメータ

 に関して解くと、 

(1 ) [ (1 )( )]

(1 )( )

a a        
  

    
 

 
 

となる。これは不決定性が生じるためには資本外部性も十分に強力である必要があること

を意味している。本論文に特有の結果として注目するべき点は、 0  が大きいほど の

下限値 が低い値をとることである。すなわち、PCH 効果の存在は、不決定性が生じるた

めに必要な資本外部性 の範囲を下方に拡大するという意味で、不決定性を生じやすくす

るのである。16 さらに、本論文のモデルでは、資本外部性が存在しなくても、PCH 効果の

存在（ 0  ）により、
*. 0Trace J  という必要条件が満たされる可能性が生じる。17 そ

れをみるため、労働外部性だけが存在する（ a  かつ 1 a   ）場合を考えると、 

*.Trace J 
(1 )( )

1

   
 

 


 
 

である。1    の下では、 が十分に大きければ、
*. 0Trace J  が成り立つ。すなわち、

労働外部性が Benhabib and Farmer (1994)での必要条件と同じ程度に強い（1    を満た

す）なら、資本外部性が存在しない経済であっても、PCH 効果によって不決定性のための 

                                                  
16 1    の下で、（22）の第 1項がゼロに等しくなるようなパラメータ値の組み合わせに対しては、

*. 0Trace J  が成り立つ( 0  の存在により第 2項が負であるから)。この意味で、PCH 効果は不決定性

が生じるための必要条件を緩和する役割を果たすという見方もできる。 
17 Benhabib and Farmer (1994)は、資本外部性が存在しない場合には（たとえ労働外部性が強くても）「均

衡の不決定性」は生じないという結果を示している(p.29)。 
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必要条件が満たされうるのである。この意味で、PCH 効果は、資本外部性に代わって不決

定性を生じさせる役割を担う要因となりうる。18 

一般に「資本外部性」とは、過去から蓄積されてきた資本ストックに体化された技術的

知識をはじめ、生産や情報処理の効率的な方法・ノウハウ等、その社会が蓄積してきた知

識ストックの有益な社会的機能を捉えた概念（代理変数）と解することができる。こうし

た外部経済効果は、高度な経済発展を遂げた先進諸国では有力であるが、いまだ厳しい貧

困の中にある（資本蓄積水準も低い）発展途上国社会では、あまり強い働きをもつとはい

えない。Benhabib and Farmer (1994)によれば、均衡の不決定性が生じるためには生産関数に

労働外部性と資本外部性の両方が働くことが必要である（それは、 0  の下では、 a  ま

たは 1 a   のとき、いずれも
*. 0Trace J  が成り立つことから、本論文のモデルからも

確認できる）。もし発展途上国経済については資本外部性の存在しないモデルが適用され

るべきであるなら、これら諸国にとって均衡の不決定性（多様な市場均衡経路）の可能性

は存在せず、初期条件に規定された一義的な市場均衡経路を辿るという結果しか生じない

ことになる。ところが、資本外部性が存在しない発展途上国経済であっても、PCH 効果が

存在する場合には、均衡の不決定性が生じるための必要条件が満足される可能性が生じる

のである。この意味で、貧困な発展途上経済においても、分権的市場均衡経路が多様性を

もつ（連続体をなす）可能性を視野に入れることが重要なのである。 

 

命題 1：（均衡の不決定性と PCH） 

(i) 均衡の不決定性が生じるための必要条件は（23）で与えられる。

(1 )( )a       の下で、労働外部性  には下限だけでなく上限  も存在し、

                                                  
18 逆に、 a  かつ 1 a   の場合は、必ず

*. 0Trace J  が成り立つ。したがって、PCH 効果の存在が

労働外部性の役割を代替するということはない。 
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0  が大きいほど は高い。PCH 効果が存在しない( 0  )モデルでも、 には

下限だけでなく上限がある。 

(ii) PCH の導入は、均衡の不決定性をもたらす資本外部性パラメータ の値の範囲を下

方に拡大する。 すなわち、PCH 効果( 0  )が大きいほど、不決定性が生じるため

に必要な 小の資本外部性 の値は小さい。 

(iii) 労働外部性が1    を満たすほど十分に強いならば、資本外部性が存在しない経

済であっても、PCH 効果によって不決定性のための必要条件が満たされうる。 

 

本節の 後に、PCH 効果の存在によって均衡の不決定性が生じる理由を、直観的に説明して

おこう。Benhabib and Farmer(1994)でも言及されている通り、2変数の連立微分方程式シス

テムの解の性質を直観的に説明することは元来非常に難しい。だが、労働市場の需給均衡

という側面から見ることで、PCH 効果がいかにして不決定性の可能性に影響しうるかを理解

する助けは得られるであろう。 

まず、1    を満たすということは、(15)より、労働供給曲線の傾き  より（右上が

りの）労働需要曲線の傾き 1  の方が大きいことを意味する。不決定性(SE が完全安定)が

成り立つことをいうためには、当初の定常均衡
* *( , )k p から何らかの理由で p が高くなった

とき、元の
*k を不変に保っていても(鞍点経路上の値を選び直さなくても) p が再び定常均

衡値に戻る復元力が働くことを導けばよい。定常均衡から p だけが高くなったとすると、

消費 c は小さくなっている。PCH 効果によって ( )h c も低くなるから、労働需要曲線が下に

シフトする。これにより、均衡での労働投入量 n が増加するので、この効果が大きければ効

率労働 ( )h c nも増加する。このとき、労働と協働する資本の限界生産性＝資本レンタル率 r

は高められるので、オイラー方程式より、 0p  が成り立つ。したがって、 p は低下して再
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び SE に戻るのである。逆に、PCH 効果が存在しなければ、労働需要曲線の下へのシフトは

生じず、上記の論理は働かない。 

この説明は SE での
*k を不変に保ったもとで考えられていることに留意しよう。すなわち、

資本外部性の働きを固定していても、1    が満たされるもとで PCH 効果が働けば、上

記の論理は成り立つのである。とくに、資本外部性が存在していないとしても、上記の論

理は依然として成立するのである。 

 

 

3. 小さな労働外部性の下での均衡動学 

本節と次節では、PCH の下で生じる均衡動学を検討する。すでに示したように、本論文の

モデルでの SE は、労働外部性  が小さい1    のケースでは鞍点安定か不安定になる

のに対して、それが大きい1    のケースでは完全安定になる可能性が加わる。この点

は Benhabib and Farmer（1994）と同じである。そこで、上記 2つのケースに分けて、均衡動

学の性質を調べることにしたい。前者のケースでは、初期点から SE に収束する移行動学（鞍

んて点）経路は一義的に決定され、その経路の性質は PCH 効果の性質に依存して異なりう

ることが示される。それに対して、後者のケースでは、移行動学経路は鞍点経路となるこ

ともあるが、消費や資本が非単調に変化したり循環運動を示したりするより複雑な経路と

なる可能性がある。そして、その性質は PCH 効果の性質に依存する。 

本節では、1    のケースを考えよう。このケースでは、つねに
* 0kK  が成り立つ。 

はじめに、定常均衡が一意となる場合を考察し、複数の定常均衡が存在する場合に進むこ

とにする。 
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3.1 定常均衡が一意となる場合 

このサブセクションでは、定常均衡が一意である場合を取り上げ、位相図を用いた分析を

行う。SE が鞍点安定となるための必要十分条件は、 

   
*.Det J  * * * * 0k p p kK P K P 

 

である。この後は、PCH 効果の性質により場合分けして分析する。以下、PCH 効果( の値)

が比較的小さい図 1-1、図 1-2 および図 2-1 の場合は、定性的には同じ均衡動学が生じるの

に対して、PCH 効果( の値)が大きい図 2-2 の場合には、PCH の下での均衡動学に特有の結

果が生じる。 

第 1に、PCH 効果のパラメータ が小さく1 (1 )   が成り立つ( ( )h c c は凹関数)

場合、
* 0pK  および

* 0pP  より
* *( / ) 0k pK K  が成り立つため、kk 曲線は右下がりであ

る。また、
*. 0Det J  より

* *( / )k pK K  * *( / )k pP P が成り立つため、pp 曲線の傾きは kk 曲

線の傾きより大きい。このとき、
*

kP の符号は不確定なので、pp 曲線は右上がりにも右下が

りにもなりうる。pp 曲線が右上がりであれば、図 1-1 で示されるように、定常均衡は一意

に定まる。逆に、pp 曲線が右下がりであれば、定常均衡は一意となることも複数となるこ

ともあるが、一意の場合を示したのが図 1-2 である。どちらの場合も北西および南東から

SE に収束する 2本の鞍点経路が存在するという性質は同じである。すなわち、低い初期資

本ストック水準 0k から出発する移行動学経路上では、資本 k も消費 c ともに単調に増大す

ることがわかる。  

このような動きは、直観的には次のように理解できよう。初期時点で小さい消費 (0)c を

選ぶと、PCH 効果の下では労働の限界生産性＝賃金率w が低くなる（1    のケースな

ので右下がりの労働需要曲線が下にシフトする）ので、均衡での労働投入量 n は大きくなる。

PCH 効果は1 (1 )   という意味で比較的小さいから、効率単位での労働投入量 ( )h c n も



22 
 

大きくなる。そのため、労働と協働する資本の限界生産性＝資本レンタル率 r も高くなる。

したがって、オイラー方程式(8)から、共役変数 p が低下することになり、移行動学経路上

で消費 cは増加する。 

 

図 1-1. 1 (1 )   の下での鞍点安定な SE  ( * 0kP  のとき) 

 

 

図 1-2. 1 (1 )   の下での鞍点安定な SE ( * 0kP  のとき) 
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第 2に、PCH 効果のパラメータ が大きい (1 ) 1   のケースを考える。このケースで

はつねに
* 0pP  が成り立つ一方、

*
pK と

*
kP の符号は不確定である。まず、

* 0pK  が成り立

つ場合、
*. 0Det J  より

* *( / )k pK K  * *( / )k pP P が成り立ち、従って、右下がりの kk 曲線

は（右下がりの）pp 曲線よりも傾きが緩やかである。19 図 2-1 の鞍点経路には、北西およ

び南東から SE に収束するという性質がある。すなわち、図 1-1、図 1-2 と同じく、低い初

期資本ストック量 k0から出発する移行動学経路上で、資本と消費はともに単調に増加する。 

 

図 2-1. (1 ) 1   の下での鞍点安定な SE ( * 0pK  のとき) 

 

次に、 (1 ) 1   の下で
* 0pK  となる( が非常に大きい)場合には、PCH の下での特有

の性質をもつ均衡動学が生じる。この場合、
*. 0Det J  より

* *( / )k pK K  * *( / )k pP P が成

り立つから、kk 曲線と pp 曲線はともに右上がりであり、kk 曲線は pp 曲線よりも緩やかな

傾きをもつ。図 2-2 に示されるように、鞍点経路は、
* 0pK  が成り立つ場合と異なり、南

                                                  
19 各図に示されたケースが実際に可能かは、補論において、各ケースを規定する複数の不等式が整合的と

なる状況があるかを調べることで説明している。 
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西および北東から SE に収束するという性質をもつ。低い初期資本ストック水準 k0から出発

する移行動学経路の上で、消費 cは減少し資本 kは増加するのである。 

その直観的な理由は、上述の内容を逆にすれば、説明できよう。初期時点で大きな消費

(0)c を選ぶと、PCH 効果の下では賃金率w が高くなるので、労働投入量が小さくなる。そ

のため、資本の限界生産性が低くなり、資本レンタル率 r も低くなる。したがって、オイラ

ー方程式(8)から、共役変数 p が上昇することになり、移行動学経路上で消費 cは減少する

のである。20 

ここで、 0  の場合には必ず
* 0pK  が成り立つ点に注意しよう。すなわち、PCH 効果

が存在しないモデルでは、
* 0pK  が成り立つことはない。言い換えれば、図 2-2 のような

消費の減少する移行動学が生じることは、PCH を導入した本論文のモデルに特有の新しい

結果である。それについてはすでに前節でも言及したが、ポイントを確認すれば、次のよ

うである。効用 大化の 1階条件より (1/ )p c であるから、
* 0pK  は、現在消費を増加

させると貯蓄＝投資が増加することを意味している。PCH の下では、現在消費を増加させる

と労働生産性の向上によって現在の生産量も増加するので、PCH 効果が強力( 1  の値が大

きい)であれば、生産量の増加分が現在消費の増加分より大きくなり貯蓄＝投資が増加する

のである。この場合には、図 2-2 のように、初期時点で大きな消費 (0)c を選ぶことが均衡

行動となる。資本蓄積が始まった後には、初期時点の大きな消費を次第に減少させて労働

生産性を低下させるとしても、資本 k の増大によって生産量の減少は抑制されるため貯蓄＝

投資が発生し続け、経済は定常均衡まで成長するのである。すなわち、現在消費が増加す

                                                  
20 財の消費が減少しているということは、消費者が余暇の消費を増加させる傾向をもつということである。

(6)と(7)より、 ( , ) / ( , ) 1 / ( )c lu c l u c l w h c が得られるが、消費 cが減少すれば w も ( )h c c  も低下

するので、消費と余暇の間の限界代替率 / /c ld l d c u u  は上昇する。よって、たしかに消費を余暇で代

替する効果が働くことが分かる。(16)から、1 0   ならば労働供給n は増加する。逆に、1 0  

ならば n は減少する可能性がある。 
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ると貯蓄＝投資が増加する(
* 0pK  )というメカニズムが、PCH に特有の均衡動学を生じさ

せるのである。 

 

図 2-2. (1 ) 1    の下での鞍点安定な SE ( * 0pK  のとき) 

 

 

命題 2：（小さな労働外部性の下での均衡動学） 

労働外部性が小さいために1    が成立し、SE が鞍点安定であると仮定する。 

(i)PCH 効果のパラメータが1 (1 )   を満たすとき、また、 (1 ) 1   であるが
* 0pK 

 

が満たされるとき、低い初期資本ストック水準 k0から出発する移行動学経路上で消費と

資本はともに増加する。 

(ii) PCH 効果のパラメータが (1 ) 1   を満たしかつ
* 0pK  が満たされるとき、低い初期

資本ストック水準 k0から出発する移行動学経路上で、資本は増加するのに対して消費は

減少する。 
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3.2 複数の定常均衡と開発政策 

以上では、定常均衡が一意である場合の位相図を用いてきた。だが、本論文のモデルでは

複数の定常均衡が生じることもありうる。複数均衡の状況を考えることにより、PCH 効果

の働き方によって移行動学経路の性質が異なり、したがって貧困な発展途上国において経

済成長を始動させるための開発政策が異なりうることを明らかにする。 

 はじめに、PCH 効果のパラメータ が小さく1 (1 )   が満たされるときに複数定常均

衡が生じる状況を示したのが、図 3-1 である。21 この状況では、鞍点経路は北西・南東方

向に延びる形となる。この状況では、初期条件 0k が歴史的に与えられたもとで、社会の人々

が定常均衡 1E が実現すると予想(期待)すれば定常均衡 1E に収束する移行動学経路上の消

費が選ばれ、その後は分権的市場経済がその移行動学経路上を移動していくことで、実際

に定常均衡 1E が達成される。逆に、人々が定常均衡 3E が実現すると予想(期待)すれば 3E に

収束する移行動学経路が選ばれ、実際に定常均衡 3E が達成される。すなわち、経済主体た

ちの間での「期待のコーディネーション」によってどの均衡経路が選ばれるかが決定され

るのである。22 言い換えれば、「歴史(初期条件)」は均衡経路の選択にとっては重要な役

割を果たさない。23 

 

 

 

 

                                                  
21 ここに示した図と kk 線と pp 線の交わり方が逆で、3 つの定常均衡のうち中央の

2E が鞍点安定な状況

では、PCH 効果の性質に関わらず、初期条件を与えれば均衡経路は一義的に決まる。この場合には、PCH
効果の性質が異なるとしても開発政策上の含意は変わらない(初期条件のみが重要となる)。本文では、PCH
効果の性質によって開発政策の内容が異なる状況を取り上げている。 
22 Krugman(1991)、Matsuyama(1991)、Fukao and Benabou(1993)は、均衡の選択にとっての期待と歴

史(初期条件)の相対的重要性を検討している。 
23 北西方向から E3に収束する経路が例えば k1*より小さな k の値の領域にまでは伸びていない場合には、

その領域内に歴史的な初期条件が与えられるとき、E1 に収束する均衡経路が一義的に選ばれるであろう。 
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図 3-1．1 (1 )   の下での複数の定常均衡 

 

 

このことから、PCH 効果のパラメータ が小さな値をとる経済では、経済成長を始動さ

せるために、「期待のコーディネーション」が枢要な役割を果たし、大規模な社会的初期

投資「ビッグ・プッシュ」は必ずしも必要とされないという開発政策上の含意が得られる。 

それに対して、PCH 効果のパラメータ が大きく (1 ) 1   が満たされるときに複数定

常均衡が生じる状況を示したのが、図 3-2 である。この(kk 線と pp 線がともに右上がりの)

状況は、PCH 効果が存在しないモデルでは生じないものであったことを想起しておこう。

移行動学経路が南西・北東方向に延びる形状を示すため、初期条件 0k がどこに位置してい

ても移行動学経路は一義的に選ばれる。この図の状況では、鞍点安定な SE は 1E および 3E で

あり中央の定常均衡 2E は不安定であるから、24 初期条件 0k が
*
2k より小さければ 1E に収束

する移行動学経路が、逆に 0k が
*
2k より大きければ 3E に収束する移行動学経路が選ばれる。 

                                                  
24 この図では kk 曲線が右上がりなので * 0pK  である。よって、kk 曲線の傾きが pp 曲線の傾きより大
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当該国の政府が、
*
1k より小さい初期資本ストック水準 0k から出発して高位の定常均衡 3E

を達成しようと意図するならば、 0k が臨界的な資本ストック水準
*
2k を超えるような大規模

な社会的初期投資を行う必要がある。すなわち、PCH 効果のパラメータが大きい経済では、

経済成長を始動させるうえで、「期待のコーディネーション」の役割はとくになく、むし

ろ「ビッグ・プッシュ」の重要性が大きいと解釈することができよう。 

 

図 3-2. (1 ) 1   の下での複数の定常均衡 

 

 

命題 3（PCH 効果と開発政策） 

1    のケースにおいて複数の定常均衡が生じる状況を考える。 

(i) PCH 効果のパラメータ が小さく1 (1 )   が満たされる図 3-1 の場合、均衡経

路は、初期条件 0k に関わらず、「期待のコーディネーション」により選ばれる。 

                                                                                                                                                  
きい E2では *. 0Det J  が成り立つ。 (1 ) 1   の下では * 0pP  なので、 * * *. 0k pTrace J K P   となって

いる。したがって、E2は不安定である。 

k0 k3*k2* k1*

p 

p

E2 

E3 

E1 k 

O 

p k 

k
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(ii) PCH 効果のパラメータ が大きく (1 ) 1   が満たされる図 3-2 の場合、初期条

件 k0がどこに与えられても、均衡経路は一義的に与えられる。このとき、高位の定

常均衡 3E を達成するためには、
*
2k を超える水準の資本ストック量を達成するくら

いに大きな社会的な初期投資「ビッグ・プッシュ」が必要である。 

 

 

４．大きな労働外部性の下での均衡動学 

つぎに、1    となるケースを考察しよう。この不等式は、Benhabib and Farmer（1994）

で均衡の不決定性が生じるための必要条件とされていたものである。だが、それは労働需

要曲線が右上がりとなるほど外部性が大きいことを意味するため非現実的であるとして批

判されたこともある。だがその後、Benhabib and Nishimura（1998）や Mino（2001）におい

て、部門特殊的な外部性のある 2 部門あるいは 3 部門モデルを考えると、個別企業の私的

生産関数が収穫逓減を示し外部性を含めた社会的生産関数が収穫一定を示す場合でも、私

的観点と社会的観点とで要素集約度条件が異なるなら、不決定性が容易に生じることが明

らかにされている。そして今日では、1 部門モデルから離れてモデル設定を一般化すればわ

ずかな外部性が存在するだけで不決定性が生じうることは、よく知られている。25 つまり、

1    という条件自体の非現実性の問題を克服する方法はすでに考案されていると考

えられる。そこで本論文では、均衡の不決定性が経済発展にとってもつ含意を解明するこ

とに焦点を合わせることを優先し、ベンチマーク・モデルとしての Benhabib and Farmer

（1994）モデルの1    のケースを使って考察を進めることにする。 

                                                  
25 初期の研究で不決定性が生じるパラメータ値が非現実的な範囲にあるとの結果が導かれていたのは、関

数形の特定化や 1 部門モデルなど単純化されたモデルを基礎にしていたからである。不決定性の原因は生

産関数における外部性に限られるわけではなく、モデルを一般化すると、不決定性は容易に生じうる。例

えば、分離不可能な効用関数（Mino(1999)、Bennett and Farmer (2000)）、資本市場の不完全性などがあ

る。 
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さて、1    のケースでは、
* 0kK  および

* 0kP  がつねに成り立つ。SE が完全安定

となることがあるが、それは後に譲り、まず SE が鞍点安定となる
*.Det J  * * * *

k p p kK P K P
 

0 の場合から考えよう。詳しくは 3通りのケースがあるが、均衡動学の性質は同じである。 

はじめに、1 (1 )   の場合を考える。この場合は
* 0pP  がつねに成り立つのに対し、

*
pK の符号は不確定である。26 だが、

* 0pK  でも
* 0pK  でも SE が鞍点安定であるなら均

衡動学の性質は同じである。もし
* 0pK  が成り立つならば、

*. 0Det J  が必ず成り立つか

ら、SE は鞍点安定である。そして、
* *( / ) 0k pK K  および

* *( / )k pP P 0 であることから、

kk 曲線は右上がり、pp 曲線は右下がりである。よって、SE は一意に定まる。図 4-1 からわ

かるように、この場合の鞍点経路は北西・南東方向に延びる形になっている。すなわち、

低い初期資本水準 k0から出発する移行動学経路上では、資本 kおよび消費 cはともに増加

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
26 これらの符号条件は 0  の時と同じである。よって、1 (1 )   の場合の定性的な結果は、PCH

効果が存在しないモデルでも成り立つと考えられる。 
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図 4-1. 1 (1 )   の下での鞍点安定な SE ( * 0pK  のとき) 

 

他方、
* 0pK  が成り立つならば、kk 曲線および pp 曲線はともに右下がりである。この

状況では、
*.Det J  * * * *

k p p kK P K P の符号は正・負のいずれにもなり得る。もし
*. 0Det J 

が成り立つならば、SE は鞍点安定である。図 4-2 に示されるように、低い初期資本水準 k0

から出発する鞍点経路上では、
* 0pK  が成り立つときと同じく、資本 kおよび消費 cはと

もに増加する。 
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図 4-2. 1 (1 )   の下での鞍点安定な SE ( * 0pK  のとき) 

 

また、 (1 ) 1   の場合においても、
*. 0Det J  が成り立ちうる。これが成り立つ場合に

は、SE は鞍点安定となる。図 4-3 に示されるように、低い初期資本水準 k0から出発する鞍

点経路上では、資本 kおよび消費 cはともに単調に増加する。 

 

図 4-3. (1 ) 1   の下での鞍点安定な SE 
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つぎに、SE が完全安定となる(
*. 0Trace J  かつ

*. 0Det J  )場合を考えよう。27 このと

き、歴史的に与えられた初期資本ストック水準 k0から出発して定常均衡に収束する均衡経

路は無数に存在する。これは、PCH の妥当する貧困な発展途上諸国は、同じ経済的特性をも

ち、かつ同じ初期条件（資本ストック水準）から出発するとしても、定常均衡に至るまで

には異なる均衡経路をたどる可能性があることを示している。つまり、モデルで与件とさ

れている選好や技術等のパラメータでは必ずしもとらえきれない別の社会的要因、例えば、

政治、文化、法制度、宗教等にもとづいて当該国の国民が自国がどのような発展経路をた

どると予想するかによって、実現する経済発展経路はさまざまに異なりうるのである。 

 

図 4-4. 1 (1 )   の下での不決定的（完全安定）な SE ( * 0pK  のとき) 

 

 

 さらに、こうした多様な均衡経路の性質をより具体的に調べることができる。第 1に、

1 (1 )   の場合、図 4-4 の各領域に矢印で示されたような運動法則が成り立つ。図示さ

れているように、初期資本ストック水準 k0から出発する移行動学経路は循環運動を示しな

                                                  
27 このケースが実際に生じうることの確認は、補論 Cに示されている。 
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がら SE に収束することがありうる。また、初期条件によっては、単調に SE に収束するこ

ともある(図示していない)。28 

 

図 4-5. (1 ) 1   の下での不決定的（完全安定）な SE 

 

 

第 2 に、 (1 ) 1   の場合には、
* 0pK  および

* 0pP  が成り立つため、
*.Trace J  

* * 0k pK P   が必ず成り立つ。従って、SE は完全安定である。ここで、 0  の場合には

つねに
* 0pP  が成り立ったことを想起すれば、

* 0pP  が生じる (1 ) 1   の場合には、

PCH 効果を取り入れた本論文のモデルに特有の結果が生じると考えることができる。そこ

で、図 4-5 を用いて詳しく検討しておこう。
*. 0Det J  より

* *( / )k pK K  * *( / )k pP P であ

るから、kk 曲線は右上がりの pp 曲線よりも傾きが大きい。経済の運動法則は図 4-5 に示さ

れている。これより、定常均衡に収束する移行動学経路は、循環運動を示すことはないも

のの、非単調な動学が生じうることがわかる。図 4-5 において、初期時点で小さな消費 (0)c

                                                  
28 ここまでの結果は、1 (1 )   の下で導かれたので、PCH 関数が凹関数( 1  )のケースに相当す

る。 
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を( p の大きな初期値を)選ぶ右下がりの移行動学経路上では、消費と資本はともに増加し

ている。しかし、初期時点でより大きな消費 (0)c を選ぶ経路 ABE に乗る場合には、資本は

単調に増加するものの、消費は当初増加してやがて減少する。さらに大きな初期消費 (0)c を

選ぶ経路 CDE に乗る場合には、消費は単調に減少するが、資本ストック量が当初は初期資

本ストック水準から減少し始め、やがて増加に転じて SEに収束するという動きを示しうる。 

 

命題 4：（労働外部性が強いケースにおける均衡動学） 

労働外部性が強く1    が成り立つと仮定する。 

(i)SE が決定的（鞍点安定）であるならば、PCH 効果の性質に関わりなく、低い初期資本水準

k0から出発する移行動学経路上で、消費と資本はともに単調に増加する。 

(ii)SE が不決定的（完全安定）であるならば、PCH 効果のパラメータが1 (1 )   を満たす

場合、消費と資本の移行動学経路は循環運動を示す可能性がある。PCH 効果のパラメータ

 が (1 ) 1   を満たす場合、消費と資本の移行動学経路は、循環運動はしないものの、

非単調な動きを示しつつ定常均衡に収束する。 

 

後に、労働外部性が大きい1    のケースでも、複数の定常均衡が存在することがあ

りうる。完全安定な SE と鞍点安定な SE が同時に存在する状況を考えてみると、定常均衡

に収束する移行動学経路が数多く存在し、初期条件を与えても均衡経路を一義的に決める

ことはできない。こうした状況では、PCH 効果がどのようであっても、「歴史」ではなく、

「期待のコーディネーション」によって実際の均衡経路が選ばれることは明らかであろう

（図解は省略する）。 
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5.「人間開発」援助の動学分析  

本節では、栄養、健康および教育の改善へ向けた援助（少し言葉を濫用してこれを「人間

開発」援助と呼ぶ）の効果を考えることにしたい。この分析を行う動機は、過去 20 年間、

「人間開発」の向上が世界的規模での貧困削減を実現するための重要な戦略として注目さ

れてきたこと、またこの目的のため先進国から発展途上国へ国際援助の役割に焦点があて

られてきたことにある。例えば、国連開発計画（UNDP）は、1990 年以降毎年人間開発報告

を発表してきた。ミレニアム開発目標でも、8つのうちの 6つの目標が栄養、健康または教

育の改善に関連したものとなっている。「人間開発」の概念それ自体には基本的人権やジェ

ンダーなど多岐にわたる要素が盛り込まれているものの、人的（健康）資本の蓄積を促進

する援助の効果を調べることは「人間開発」の基本的で重要な側面に光を当てることにな

る。 

「人間開発」援助の均衡経路への影響を、PCH 関数のシフトによる比較静学および比較

動学を通じて調べよう。そのために、 ( )h c を ( )h c c  に置き換え、外生的パラメータ 0 

が上昇すると仮定しよう。ここで、 の上昇のためのコストを当該国が負担していないこと

から、これは外国援助の導入による効果を表すものと解釈することができよう。例えば、

先進国の技術者が途上国の人々に浄水技術を指導する場合や、外国からの来る医師たちが

脱水症や疾患を治療するためのより効果的な方法を教導する場合、途上国の人々の消費水

準が変わらなくても彼らの労働生産性が高くなることが考えられる。 

この修正されたモデルにおいて、関数（16）は以下のようになる： 

1
1 1(1 )n a k p                                                  (16’) 

均衡動学システムは、以下のようになる： 



37 
 

1 (1 ) [1 (1 )]

1 1 1 1
( ) ( ) ( ) ( )

( )
k t Ak t p t k t

p t

     
      
   

       
   

 
 ( , : )K k p        (17’) 

1 (1 ) [1 (1 )]
1

1 1 1( ) ( ) ( ) ( )p t p t aAk t p t
     

       
   


     

 
   

  
 ( , : )P k p         (18’) 

SE は ( , : ) 0K k p   および ( , : ) 0P k p   によって定義される。全微分すると以下のように

なる： 

* * *

* * *

k p

k p

K K dk K
d

P P dp P





    

          

  
   

SE で評価された係数行列は、前節の
*J と同じになる (

* *
k kK K  , 

* *
p pK K  , 

* *
k kP P  , 

* *
p pP P  ) 。さらに、外生的パラメータ の変化に対応する項も、以下のように求めるこ

とができる： 

1 (1 ) [1 (1 )]
1

1 1 11

1
K Ak p

     
     


 

 

   


      
    

  

1 (1 ) [1 (1 )]
1 1

1 1 11

1
P p aAk p

     
     


 

 

   
 

     
  

       
  

比較静学の結果は、以下の通りである： 

*

*.
p pK P P Kdk

d Det J
 





   

           

*

*.
k kK P P Kdp

d Det J
 





   

 

ここで、SE の比較静学の結果を規定する経済学的な論理を説明しておこう。援助の受け入

れによりパラメータ の値が上昇すると、2つの効果が生じる。第 1に、労働生産性 ( )h c

が高められるため生産量が増加、貯蓄＝投資も増加する。この効果により、資本蓄積が促

進され SE での資本ストック水準 *k は増加する。第 2に、他の条件が一定であれば効率単位

の労働生産投入量 ( )h c n が増加するので、労働と協働する資本の限界生産性が高くなり、

資本レンタル率 r も高くなる。これは、オイラー方程式により、 0p  となる傾向を作り出
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す。すなわち、 *p は低下（SE での消費 *c は増加）する傾向をもつ。しかし、第 1の *k の

増加効果が資本の限界生産性を低下させるため、 ( )h c n の増加による資本の限界生産性曲

線の上方シフトの効果が減殺される。どちらの効果が優越するかによって、資本レンタル

率は上昇することも低下することもありうる。 

前節と同様に、1    と (1 ) 1   という 2つの基準によって、すべてのケースを分

けて調べることができる。しかし、ここでは、興味深いケースとして、SE における厚生 

      
* 1

*
*

1 1 ( )
log

1

n
U

p



 

 
   

 

が必ず改善するか、必ず悪化するのがどのようなケースかに着目しよう。定常均衡での厚

生水準 *U は、 *p および
*n がともに減少（増加）する場合に、必ず改善（低下）する。そ

うした状況を見つけるため、n の変化率（ハット記号で表される）を、（16’）から導くと、 

      
* * *1 ˆˆˆ ˆ(1 )

1
n k p  

 
      

 

第 1 に、1    が成り立つ時、 *ˆ 0k  および1 0  が成り立つなら、 *p および
*n は

ともに低下する。従って、定常均衡での厚生水準は必ず改善する。第 2に、1    が成

り立つ時、 *ˆ 0k  および1 0  が成り立つなら、 *p および
*n はともに上昇する。従っ

て、定常均衡での厚生水準は必ず悪化する。これらのケースについて、それぞれ均衡動学

の性質を調べてみよう。 

 

5.1 厚生改善的な援助 

1    および1 (1 )   が成り立つケースに焦点を当てると、定常均衡での厚生水準が

改善する 2つの状況を見出すことができる。29 いずれの状況でも、 の上昇によって kk

                                                  
29 このような状況が可能となるパラメータ値の組み合わせが存在することは、補論で説明されている。 
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線と pp 線はともに下にシフトし、新たな SE は当初の SE の南東に位置している（
*k が増

加する一方で、 *p と
*n が減少するので、SE での厚生水準は高くなっている）。第 1 に、

SE が鞍点安定の時、（図 4-2 に対応する）図 5-1 のような状況を見出すことができる。 

国外から「人間開発」援助がもたらされると、この経済は当初の定常均衡 Eから新しい

移行動学経路上にジャンプし、消費 cが不連続に増加する。その後、資本ストック kが増

加し始めるのに伴い、消費 cもさらに増加する。そして、新しい定常均衡 E’に到達した後

は、当初の定常均衡 Eより高い厚生水準を享受し続けることができる。援助を受け入れた

発展途上国経済が直観的にも自然なこうした動きを示して、厚生が改善されることになる

状況は、確かに考えられるのである。 

 

図 5-1. 厚生改善的な援助(鞍点安定な SE: 1    かつ1 (1 )   ) 

 

第 2 に、SE が完全安定の時、（図 4-3 に対応する）図 5-2 のような状況を見出すことが

できる。この状況では、「人間開発」援助が導入されると、消費と資本ストック量は循環

的な移行動学経路に乗って新しい定常均衡へ収束する動きを示す。すなわち、上記の自然

な状況とは異なり、援助導入の当初、消費 cと資本ストック kはともに減少し始めるとい

う逆説的な動きが生じるが、やがて消費 cが先行して増加に転じる。その後、消費 cが増
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加し続けながら資本ストック kも増加するという局面を経て、消費 cが減少に転じ資本ス

トック kは増加し続ける動きが生じる。さらにその後は、消費も資本ストックも減少して

いくが、再び消費が先行して増加に転じる。こうした循環的な運動を示しながら、経済は

新しい定常均衡に到達し、その後は当初の定常均衡より高い厚生水準を享受し続けること

ができるのである。 

こうした経済の動きは、援助を受け入れた発展途上国経済がたどる過程として自明なも

のではないかもしれない。しかし、この状況の分析から明瞭に認識しておくべきことは、

「人間開発」援助を提供された貧困な発展途上国が、ただちに目に見える消費の増加や資

本蓄積を実現するとは限らないということである。援助を受け入れた当初は、消費が減少

したり資本ストックが減耗したりして、援助が逆効果をもたらしているように見える可能

性すらある。だが、時間が経過して、当該経済が新しい定常均衡に到達すれば、経済厚生

水準はたしかに当初の定常均衡よりも高められているのである。 

 

図 5-2. 厚生改善的な援助(不決定的な SE: 1    かつ1 (1 )   ) 
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5.2 厚生が低下する援助 

ここでは、「人間開発」援助によって定常均衡での厚生水準が必ず低下するような状況を

明らかにする。そうした状況では、新たなSEは当初の SEの北東に位置している（1 0 

の下で
*k および *p がともに増加することにより、

*n が増加するためである）。1   

および (1 ) 1   が成り立つケースで、SE が鞍点安定のとき（図 2-2 に対応する）図 5-3

の状況を見出すことができる。 の上昇によって kk 線と pp 線はともに上にシフトし、SE

は図中の E から 'E に移動する。 

 

図 5-3. 厚生を低下させる援助(鞍点安定な SE: 1    かつ (1 ) 1   ) 

 

援助がもたらされると、この経済は当初の定常均衡の E 点から新しい移行動学経路上にジ

ャンプし、消費 cは不連続に減少する。その後、資本ストック kは増加し始めるが消費 c

はさらに減少を続ける。新しい定常均衡 E’に到達した後は、当初の定常均衡より厚生水準

は低下している。 

こうした状況が、労働外部性 が小さくても PCH 効果 が大きいならば生じうるもので

ある点に注意しよう。労働外部性があまり大きくない状況は現実的にもしばしば存在する

であろうが、たとえそうした状況でも、PCH 効果 が大きい貧困な発展途上国経済では、
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「人間開発」援助がかえって長期的な厚生水準を悪化させるという逆説的な事態が生じる

可能性も否定できないのである。 

 

命題 5.（人間開発援助と SE における厚生） 

(i)1    かつ 1 (1 )   が成り立つ図 5-1 と 5-2 の状況（鞍点安定ケースおよび完全

安定ケース）において、人間開発援助は SE での厚生を改善する。 

(ii)1    かつ (1 ) 1   が成り立つ図 5-3 の状況において、人間開発援助は SE での厚

生を低下させる。 

 

 

5．結論 

 本論文では、「消費の増加が労働生産性を改善する」という生産的消費仮説（PCH）を労

働供給が内生的で資本・労働外部性のある Benhabib and Farmer（1994）モデルに導入するこ

とにより、「人間開発」が重要となる貧困な発展途上国の経済成長を考察しうる新たな動学

的一般均衡モデルを構築した。労働生産性改善型の PCH が貧困な発展途上経済の均衡動学

に対してもつ影響に関して、4つの新たな結論を得た。第１に、PCH 効果が単独で「均衡の

不決定性」を生じさせる原因になることはない。しかし、労働外部性が十分に大きい状況

では、資本外部性が小さくても（ゼロであっても）PCH 効果が大きいなら、不決定性が生

じうる。第 2に、定常均衡が鞍点安定となるような労働外部性が小さい状況では、PCH 効

果が弱い経済では、低い資本ストックの初期水準から出発する移行（鞍点）経路上で消費

も資本も単調に増大していく。だが、PCH 効果が十分に強い経済では、資本蓄積の過程で

消費が減少することもありうる。複数の定常均衡が存在する場合、PCH 効果が弱い経済で

は均衡経路は「期待のコーディネーション」によって決まるが、PCH 効果が強い経済では

「歴史（初期条件）」によって決まる。第３に、労働外部性が強い場合、定常均衡（SE）が
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決定的（鞍点安定）であれば、低い初期資本ストック水準から出発する移行動学経路上で

消費と資本はともに単調に増加する。だが SE が不決定的（完全安定）であれば、消費と資

本は循環運動を含む非単調な移行動学にしたがう。第 4に、「人間開発」援助が導入された

とき、当初は消費や資本ストックが増減する非単調な動きを示すが、長期的に（新しい定

常均衡で）は厚生水準が高くなることもありうる。また、労働外部性が小さい経済で、PCH

効果が強い場合には、「人間開発」援助が長期的な厚生水準を悪化させるという逆説 

的な事態が生じうる。 

 

 

補論 

A.図 2-1 と図 2-2 の実現可能性： 

1    のケースにおいて、 (1 ) 1   の下で、
* 0pK   (

* 0pK  )が実際に成り立つか

を調べる。まず、
* 0pK  (

* 0pK  )を同値変形すると、 

1 (1 )
(1 ) ( )1

a    
  

      
          

 

である。右辺は 1 より大きいから、これは、 (1 ) 1   と両立する。よって、
* 0pK   

(
* 0pK  )となる場合が実際に可能である。 

 

B.図 4-1・図 4-2 の実現可能性： 

1    のケースにおいて、1 (1 )   の下で、
* 0pK   (

* 0pK  )が実際に成り立つか

を調べる。まず、
* 0pK  (

* 0pK  )を同値変形すると、 

1 (1 )
(1 ) ( )1

a    
  

      
          

 

である。右辺は 1 より小さいから、これは、1 (1 )   と両立する。よって、
* 0pK   
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(
* 0pK  )となる場合が実際に可能である。 

 

C.図 4-4 の実現可能性 

1    のケースにおいて、1 (1 )   の下で、
*. 0Trace J  が実際に成り立つかを調

べる。 *. 0Trace J  を同値変形すると、 

[( ) ](1 ) (1 ) [ (1 ) 1] 0a a a                  

となる。左辺第 1項、第 2項は正、第 3項は負である。例えば の値が十分に大きけれ

ば、この不等式は成立しうる。よって、 *. 0Trace J  が実際に可能である。 

 

D.援助による厚生改善の実現可能性 

1    のケースにおいて、1 (1 )   の下で、1 0  が実際に成り立つかを調べ

る。 について解くことにより、 (1/ ) 1/(1 )     のとき 3 つの不等式は整合的と

なることがわかる。 

 

E.援助による厚生低下の実現可能性 

1    のケースにおいて、 (1 ) 1   の下で、1 0  が実際に成り立つかを調べ

る。 について解くことにより、[1/(1 )] (1/ )     のとき 3つの不等式は整合的と

なることがわかる。 
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